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日建連とは

一般社団法人 日本建設業連合会（日建連）

・全国的に建設工事を営む企業及び建設業者団体の連合会

・法人会員140社＋団体会員5団体,特別会員7社,９支部で構成

・建設業界全体における当会会員の完成工事高※１比率は約30％※2

参考：建設業許可業者数 約46万社

＊1：年度内に引渡しが完了した工事の請負金額

＊2：平成30(2018)年建設工事施工統計調査報告より

土木 建築

総合建設業（ゼネコン）
工作物・インフラ

 「公共工事」中心

建築物

 「民間工事」中心

50年から100年の設計寿命
用途に応じ耐用年数 30、60年

※ 内装・設備は定期的に更新
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削減策①：建設発生土の工事間利用調整

削減策②：場内処理・自ら利用、既存躯体の利用・存置
削減策③：廃プラスチックの圧縮排出

削減策④：水平リサイクルへの取り組み

削減策⑤：廃プラスチック類の分別の徹底とリサイクルの促進

■Scope1におけるCO2削減

■Scope3におけるCO2削減

建設リサイクルにおけるCO2排出削減

■建設工事におけるCO2排出量



ただし、カテゴリ９のうち、
建設発生土・廃棄物の場外運搬は、
日建連ではScope1で算定※している

建設リサイクルに係るCO2排出

建設工事におけるCO2排出量
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（引用）環境省資料
「サプライチェーン排出量の算定と
削減に向けて」

※2024年度中にスコープ１もしくはスコープ３カ
テゴリ5（事業から出る廃棄物）に変更予定
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建設工事におけるCO2排出量（Scope1,２）

廃棄物運搬：1.4％

発生土運搬：17.9％

廃棄物運搬：6.2％

発生土運搬：10.1％

発生土・廃棄物の運搬に係るCO2排出は小さくなく、
Scope１削減の一環として建設副産物に係るCO2削減に取り組む
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Scope1におけるCO2削減

削減策①：建設発生土の工事間利用調整

削減策②：場内処理・自ら利用、既存躯体の利用・存置

削減策③：廃プラスチックの圧縮排出



建設発生土の官民有効利用マッチングシステムによる有効利用

新たな建設発生土の有効利用方法

搬入工事 【民間工事】

搬出工事 【民間工事】

搬出工事 【公共工事】 土を出したい！ 土が欲しい！ 搬入工事 【公共工事】

搬入工事 【民間工事】

土を出したい！ 土が欲しい！

有
 
効
 
利

用

官民マッチング 検索

適正処理 SSTRACEシステム 有効利用 官民マッチングシステム

発生土搬出工事発生土搬出工事
土砂搬入工事土砂搬入工事

サーバー

（外部ｼｽﾃﾑ会社）SS-TRACE  SYSTEM 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（仮称）

（ACTEC等既存組織内）

搬出工事元請会社 搬入工事元請会社

利用料金 搬出・搬入工事情報、運搬車両情報、使用す

るスマホ事前登録

NFC機能付きスマホ
NFC機能付きスマホ

発生土運搬会社

車両のゲート管理システムの仕様開示・共通化により、
建設発生土、資材搬入・副産物排出の管理を効率化

【2030年を見据えた高度機能開発】
工事状況・トラフィック・土質条件等を反映したAI管理機能

ICTを活用した「資源有効利用促進法政省令の改正」への対応

・計画データ（搬入・搬出先） ⇒ マッチングに活用
・実施データ（車両運行情報） ⇒ SSTRACEシステムに活用

再生資源利用[促進]計画の自動作成
トレーサビリティ＝適正処理の担保
最適化によるCO2の削減

情報連携
のPF
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削減策①：建設発生土の工事間利用調整



削減策②：場内処理・自ら利用（建設汚泥、コンクリート塊）

■建設汚泥の自ら利用

■コンクリート塊の自ら利用

建築物の解体 コンクリート塊の粒度調整 路盤での利用

搬出車両から生じるCO2の削減に寄与

建設汚泥の改良 建設汚泥改良土の強度試験 使用までの仮置き
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削減策②：既存躯体の利用・存置

■既存杭の再利用 ■既存地下工作物の存置

「既存地下工作物の取扱いに関するガイドライン」
を策定。適切に存置を行い、環境負荷の高い既存地
下工作物の撤去・場外処分を抑制

「既存杭利用の手引き」を発行。既存杭を再利用
することにより解体・撤去に係るCO2削減、資材
の投入を削減

既存杭の健全性の調査
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削減策③：廃プラスチックの圧縮排出

機械損料、作業員の配置が必要なた
め、これまでは大規模現場での採用
が主であった。

1㎥

約0.3㎥

1㎥が約1/3に減容

自動圧縮機圧縮袋圧縮機

圧縮機を導入し、廃プラスチックを圧縮し、排出することで効率的な運搬を実現し、
運搬に係るCO2削減に取り組んでいる。（運搬効率が60～80％向上）

軟質のプラスチックを投入すると
自動で圧縮する。

吸引機（掃除機）で圧縮が可能。特
別な作業員の配置が不要なため、工
事の規模にかかわらず採用が可能。



Scope3におけるCO2削減

削減策④：水平リサイクルへの取り組み

・メーカーリサイクルの活用
・新たなリサイクルへの挑戦（ガラス、廃プラスチック）

削減策⑤：廃プラスチック類の分別の徹底とリサイクルの促進



メーカー等が、環境大臣の認定を受けて、自社製品が
廃棄物となったもの（製品端材等）を広域的に回収し、
製品原料等にリサイクル又は適正処理をする制度。認
定を受けるのは製造、加工、販売等の事業を行う者で、
自社製品の配送会社とともに認定を受けることにより
収集運搬・処分とも処理業許可が不要となる。
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削減策④：水平リサイクルへの取り組み

■メーカーリサイクル（広域認定制度）の活用

広域認定制度のイメージ（石膏ボード）

石膏ボード 岩綿吸音板 ALC

ロックウール グラスウール ケイ酸カルシウム板

ビニル系床材 木質系ボード 発泡ポリスチレン

プラスチック容器

認定を受けている建設資材のうち廃材が製品原料となるもの



削減策④：水平リサイクルへの取り組み
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大成建設×AGC
板ガラスから板ガラスへ

竹中工務店×出光
廃プラスチックからプラスチック建材へ

■新たなリサイクルへの挑戦



①多種・多様なプラスチック
（材質、性状・形状、排出形体など製品で100種以上）
②工事の工程ごとに発生するものが異なる
③汚れ、埃、複合物などリサイクルを阻害する要因が多数

■建設系廃プラスチックの特徴

品目ごとに分別 品目ごとに計量

樹脂種別の調査結果を、現状の処理で想定すると、
マテリアルリサイクルは約１０％、熱回収が６６％

■廃プラスチック類の組成調査

削減策⑤：廃プラスチック類の分別の徹底とリサイクルの促進

プラスチックのリサイクル割合
（容量比）

プラスチックの樹脂種別割合
（容量比）
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「廃プラスチック分別のヒント」（日建連HPにて公開中）

廃プラの分別方法
をレベル分けして
掲載

廃プラの組成や
処理方法等の情
報を掲載

廃プラスチックのリサイクルを促進するために、チラシ「廃プラスチック分別のヒント」を作成

プラスチック新法に対応した、新たな分別方法を提案

削減策⑤：廃プラスチック類の分別の徹底とリサイクルの促進

■「廃プラスチック分別のヒント」の展開

14

分別レベル 分別方法

レベル１ 廃プラMIX

レベル２
塩ビ管
廃プラMIX

レベル３
非塩素軟質プラ
塩ビ管
廃プラMIX

レベル４

非塩素硬質プラ
非塩素軟質プラ
塩ビ管
廃プラMIX



■建設業界の課題と今後の方向性

①設計段階での配慮（環境配慮設計）
・長寿命化建築物の設計や既存躯体等の継続使用による廃棄物発生量・資材投入量の削減
・BIM/CIMで建材情報を蓄積し、解体時のリサイクルの検討に活用
・設計段階でのリサイクル材の積極採用

②リサイクル材の利用促進
・リサイクル材（再生骨材コンクリート、再生樹脂製品等）の公共工事での先導的利用を期待
・グリーン調達の推進による資源循環の推進

③循環の可視化・指標化
・処理施設ごとの再資源化率等を把握できる仕組み、処理ごとのCO2排出を算出する仕組みの構築

■他業界に望むこと

①建材メーカーの強い関与
・リサイクルしやすい建材の開発（単一素材、素材の識別が容易等）
・製品廃材（特に解体系）の自主回収と製品での利用の促進

②処理業界のレベルアップ・情報開示

・処理施設における処理の質の向上、質の高い処理を行う処理業者の情報開示

課題と今後の方向性
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